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和歌山都市圏総合交通計画研究会は、平成 26 年度に 21 名、平成 27 年度に 24 名、
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  和歌山市の人口は 1982 年をピークとして減少傾向にあり、2015 年には約 36.4 万
人である。世帯数は現在も増加傾向にあり、2015 年には約 15.3 万世帯である。 
   














 高齢化率は年々増加傾向にあり、1995 年に約 15％であったものが、2015 年には
約 29.3％となっている。同年の高齢者数は 10 万人を突破している。  














 国立社会保障・人口問題研究所の平成 25(2013)年 3 月の推計によると、平成
27(2015)年に約 36 万人であった和歌山市の人口は、平成 32(2020)年に 34.7 万人に
減少し、平成 47（2035）年には 30 万人割り込んで、その後も減少を続ける。その
ような中で高齢者数は増え続ける見込みであり、平成 27 年(2015)年に約 29％であ
った高齢化率は、平成 32(2020)年に約 32％、平成 47(2035)年には約 35％に増加す
るものと推計されている。 
 







図表 1-4 は、和歌山市の人口密度を 250m メッシュで示したものである。色のな
い部分は無人であり、水色は人口密度が 20 人/ha（2000 人/㎢）未満、黄色は人口
密度が 20 人/ha（2000 人/㎢）以上 40 人/ha（4000 人/㎢）未満、オレンジ色は人口
密度が 40 人/ha（4000 人/㎢）以上 60 人/ha（6000 人/㎢）未満、ピンク色は人口密
度が 60 人/ha（6000 人/㎢）以上 80 人/ha（8000 人/㎢）未満、赤色は人口密度が
80 人/ha（8000 人/㎢）以上である。 
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北東部、東部、南東部は、一部の駅周辺を中心に人口密度 20 人/ha 以上の地域が
あるものの、総じて人口 20 人/ha 未満の地域（図表 1-5）が面的に拡がっている。 
 
図表 1-4 人口の分布状況 
 
出典：平成 27年国勢調査の 250m地域メッシュデータより作成 
  











①  鉄道 






























S55 S60 H2 H7 H12 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
JR 和歌山(右軸) 南海和歌山市(右軸) JR 宮前
南海紀ノ川 JR 紀伊 JR 六十谷





②  バス 





70 回国民体育大会)のあった平成 27 年度で微増したほかは、ほぼ横ばいの数字
になっている。 
 
③  タクシー・ハイヤー 













































図表 1-9 タクシーの実車率の推移 
 
出 典 ： 国 土 交 通 省 『 タ ク シ ー 事 業 の 現 状 に つ い て 』 、  
和 歌 山 県 『 平 成 2 7 年 度 和 歌 山 県 公 共 交 通 機 関 等 資 料 集 』  
こちらはタクシーの実車率 ∗の推移である。これまで全国を上回っていたが、
平成 25 年度には全国を下回っている。 
 
④  航路 
図表 1-10 南海フェリー輸送実績の推移 
 
出典：和歌山県『平成 27年度和歌山県公共交通機関等資料集』 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗実車率とは、実車キロ(自動車が実際に貨物・人を乗せて走った距離)を走行キロ(自動車が奏功した距離)






















平成 21 年度から平成 23 年度に実施されていた所謂「1000 円高速」∗の影響なの




和歌山市内には 3 事業者 7 路線 31 駅が所在している。以下に、鉄道路線ごとの
サービスレベルの状況を報告する。なお、和歌山市内に現存する鉄道路線はすべて
電化されていて、線路幅（1,067mm)と電圧（直流 1,500V）はすべて同じである。
また、IC カード対応の場合は、ICOCA、PiTaPa をはじめ Suica など全国 10 種類
の IC カードにすべて対応している。 
各駅のバリアフリーや IC カード対応などの状況は次のマップを参照。 
 







どを経て、和歌山市の和歌山駅に至る 61.3km の路線。IC カードは全駅対
応。 






て 1987 年の国鉄分割民営化で JR 西日本の路線となり現在へ至る。かつては
全て天王寺発着であったが、1990 年代以降は快速の大阪環状線乗り入れや特
急「くろしお」の新大阪駅乗り入れが主体となっている。 






駅間を鳳駅のみ停車で約 45 分で結ぶ新快速も存在した。 
特急「くろしお」に関しては、和歌山駅から天王寺駅まで約 40 分、新大阪
駅まで約 60 分で結ぶ。新幹線連絡や快速の所要時間増加もあり、阪和間で利












































図表 1-13 特急「くろしお」の主な車両と津波避難に関する案内 

























































































































































①  低床式車両 
市内に路線を展開する 4 社ともノンステップバスやワンステップバスなどの
低床式の車両を保有している。和歌山バスが 52 台(全体の 50.49%)、和歌山バ




                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗いずれも平成 27 年 3 月 31 日現在(和歌山県『平成 27 年度和歌山県公共交通機関等資料集』)。 
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③  乗車券 






④  バスレーン 




国道 24 号線及び国道 42 号線の船大工町交差点から堀止交差点間(中央通
り、約 2.3km)と和歌山県道 17 号和歌山停車場線の六番丁交差点から和歌山














 主に一般社団法人和歌山県タクシー協会では、27 社のタクシー会社のうち 24
社が（うち 2 社休業中）所属しており、合計 669 台のタクシーを有している。
しかし運転手不足から実働率は 56％前後となっており、全てのタクシーが稼働
しているわけではない。 
 一方、一般社団法人和歌山県ハイヤータクシー協会には 3 社が所属してい














































































































図表 1-21 南海フェリーおよび連絡する路線バス 
  
出典：筆者撮影 


























徳島市営バスの徳島駅までの所要時間は最速 13 分、運賃は 210 円の均一料金
である。南海フェリー前・徳島駅間は 6 時代から 21 時代までの運行で、途中


































する。運賃は大人片道 1,500 円。事前に Web サイトからの予約も可能。所要















図表 1-22 深日港と深日港駅 










図表 1-23 洲本港 







図表 1-24 深日洲本ライナー 


























2017 年 7 月 9 日より関西空港～洲本港を結ぶ、定期航路が淡路関空ライン
として、復活。1 日 5 往復運航。運賃は大人片道 2,800 円、往復 5,300 円。








図表 1-26 関西空港の船着き場と連絡バス 








図表 1-27 淡路関空ライン 














図表 1-28 友ヶ島汽船 
 
            
 
 
                
 
 
            出典：筆者撮影 
和歌山市の加太港と友ヶ島を結んでいる。夏期間と GW 期間は毎日 6 往
復、夏期間と GW 期間を除く 3 月～11 月は 1 日 4 往復（火曜日、水曜日は運
休、ただし祝日は運航）、冬期間の 12 月～2 月は 1 日 2 往復（火曜日、水曜
日は運休、ただし祝日は運航）。混雑状況などにより、増便あり。大人片道
2,000 円。所要時間は片道約 20 分。 
加太港の状況…和歌山市加太の加太大橋直下の桟橋に所在。阪和道和歌山
インターから北西に約 18km。南海加太線加太駅からは西へ約 1km、徒歩約
20 分（加太乗り合いタクシーが毎日 4 便あるが、完全予約制）。付近には売
店、汲み取り式のトイレ（車イス非対応）、汽船利用客用に 1 日 700 円の駐
車場あり。西へ約 500m 行くと、淡島神社などがある。 
 









図表 1-30 友ヶ島と友ヶ島港 



















 和歌山市内の主な道路の交通量を図表 1-32 に示す。なお、元データが平成 22 年度の
ものであるため、この図表には第二阪和国道の大谷ランプ以北（大谷ランプ～平井ランプ
間が平成 27 年 9 月に、平井ランプ～淡輪ランプ間が平成 29 年 4 月にそれぞれ供用）や、
京奈和自動車道（和歌山 JCT～岩出根来 IC 間が平成 29 年 3 月に供用）等の状況は反映
されていない。 
 この図表から、国道 24 号の県庁前交差点～嘉家作交差点間、県道 145 号の田中口交差
点～花山交差点間、県道７号の平井～六十谷間、県道 14 号の出島交差点～川辺橋南詰交












 和歌山市の自動車保有台数 ∗は、2015 年が 23 万 7253 台となっており、対 2000 年で
約 5％増加している。うち、乗用車は 11 万 211 台で、同約 14％減少している。一方で
軽乗用車は増加傾向が顕著であり、2015 年の保有台数は 8 万 2581 台で、同約 2.2 倍の
増加となっている。同年の貨物自動車の保有台数は 4 万 4461 台で、減少傾向にある。 
 2015 年の和歌山市の人口 1000 人あたりの自動車保有台数は 651.4 台である。同年の
全国の人口 1000 人あたり自動車保有台数は 591.4 台 ∗であり、和歌山市はこれを上回る
保有状況となっている。 













 （３）和歌山市の人の動き ∗ 
  平成 22 年の近畿圏パーソントリップ調査のマスターファイルから、和歌山市を出発
地または到着地とする平日１日の流動を描いたものが図表 1-34、1-35 である。 
図表 1-34 より、市内では中心部相互間のトリップが約 19.5 万トリップ/日で最も
多く、次いで北部相互間のトリップが約 10.4 万トリップ/日、中心部と北部間のト
リップが約 5.5 万トリップ/日との順となっている。 
 図表 1-35 より、和歌山市内各地域と市外との間では、和歌山市中心部と大阪府の
間のトリップが約 2.6 万トリップ/日で最も多く、次いで和歌山市北部と大阪府の間
のトリップが約 2.2 万トリップ/日、和歌山市中心部とその他県内（岩出市・紀の川市
・海南市以外の県内）間のトリップが約 2.1 万トリップ/日となっている。 
 このように市内の動き、市内と市外の動きとも、和歌山市中心部に関連するトリッ
プ数が大きく、次いで和歌山市北部に関するトリップが大きいと言える。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗乗用車、軽乗用車、貨物自動車の計であり、バスや特種（殊）車、二輪車は含まない。 





図表 1-34  市内の流動（全目的、平日。単位：トリップ） 
出典：第 5回（平成 22年）近畿圏パーソントリップ調査マスターデータより作成 
 
図表 1-35 市内各地域と市外との流動（全目的、平日。単位：トリップ） 
 




  （４）交通手段分担率の状況 ∗ 
 和歌山市の平日の代表交通手段構成をみると、平成 12 年から平成 22 年にかけて
自動車の割合が約 4 ポイント上昇し、52.9％となっている。この数字は、近畿圏全体
の自動車分担率（31.3％）を大きく上回るものである。また、近畿圏全体の自動車分
担率が平成 12 年（31.7％）から平成 22 年（31.3％）にかけて横ばいで推移している
のに対し、和歌山市では増加を続けている。平成 22 年の鉄道の分担率は 5.3％、バス
の分担率は 2.0％で、ともにおおむね横ばいである。自転車と徒歩の分担率が、平成
12 年から平成 22 年にかけてそれぞれ 1.5 ポイント、2.9 ポイント減少している。 
 平成 22 年の平日の代表交通手段構成を目的別に見ると、登校や出勤における公共
交通（鉄道＋バス）の分担率が、全目的における分担率を上回っている。 






図表 1-36 平日の代表交通手段分担率の推移（全目的） 
 出典：近畿圏 PTより作成 
 
 






図表 1-37 平日の目的別代表交通手段分担率（平成 22年） 
 出典：近畿圏 PTより作成 
図表 1-38 地域別の代表交通手段分担率（平日、平成 22年） 
 出典：近畿圏 PTより作成 
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和歌山市の休日の代表交通手段構成をみると、平成 12 年から平成 22 年にかけて
自動車の割合が約 8 ポイント上昇し、69.1％となっている。この数字は、同年の平
日の自動車分担率(52.9％)よりも大幅に高い。平成 22 年の鉄道の分担率は 2.7％、
バスの分担率は 1.2％で、ともにおおむね横ばいである。自転車と徒歩の分担率が、
平成 12 年から平成 22 年にかけてそれぞれ 4.5 ポイント、3.7 ポイント減少してい
る。 
 平成 22 年の休日の代表交通手段構成を目的別に見ると、登校や出勤における公共
交通（鉄道＋バス）の分担率が、全目的における分担率を上回っている。 











図表 1-40 休日の目的別代表交通手段分担率（平成 22年）  
出典：近畿圏 PTより作成 
 
図表 1-41 地域別の代表交通手段分担率（休日、平成 22年） 





したものが図表 1-42～図表 1-44 である。これらの図表で色のついたメッシュが公共
交通空白地域に該当し、その人口はおおむね 7 万人（人口の約 19.1％）、高齢者人口







図表 1-42 公共交通空白地域の人口分布状況（その 1 市域全体） 
 
 
出典：平成 27年国勢調査の 250m地域メッシュデータと平成 29年 7月現在の鉄道・バス路線網から作成 
注 1：一部のメッシュが隣接市町にもかかっているため、圏内人口と圏外人口の和と和歌山市の平成 27
年国勢調査人口とは一致しない 


























  和歌山市内の 20 床以上の病院や 20 床未満の医院等の立地状況（平成 28 年初
頭現在）と、鉄道・バス路線網の状況（平成 29 年 8 月現在）を重ねて描画したも
のが図表 1-45、図表 1-46 である。 
   これらの図表から、病院や医院等は、中心部から南部にかけて密集しているこ
とがわかる。とりわけ中心部には、市内の 20 床以上の病院（計 43 施設）のうち
29 施設（67.4％）、20 床未満の医院等（計 675 施設）のうち 375 施設（55.6
％）が集中している。また、北部から北東部にかけても医療機関が東西方向に帯
状に連なっており、東部にも分散して立地している。 
  20 床以上の病院のうち、バス停または鉄道駅から約 500m 以内の施設は 42 であ
り、全 43 施設中の約 98％となっている。 
  20 床未満の医院等のうち、バス停または鉄道駅から約 500m 以内の施設は 641
であり、全 675 施設中の約 95％となっている。 
 
図表 1-45 和歌山市における 20床以上の病院の分布状況 
 








  ①大規模小売店舗の分布と公共交通によるカバー状況 
  図表 1-47 は、和歌山市の大規模小売店舗の立地状況（平成 29 年 8 月現在）と、
鉄道・バス路線網の状況（平成 29 年 8 月現在）を重ねて描画したものである。 
大規模小売店舗は、中心部 30 店舗、東部に 0 店舗、南東部に 2 店舗、南部に 6




㎡）、3 位が北部の東松江駅北約 800m に立地するスーパーセンターオークワパー
ムシティ和歌山店（30675 ㎡）、4 位が中心部の和歌山駅南約 1km に立地するイズ
ミヤ和歌山店（19273 ㎡）、5 位が中心部の南端、紀三井寺駅北約 1km に立地する
スーパーセンターオークワセントラルシティ和歌山店（15719 ㎡）、6 位が北東部
の東端、紀伊駅東南約 2km にあるイズミヤスーパーセンター紀伊川辺店（15130









を超えるものは 10 店舗存在し、いずれも鉄道駅またはバス停から約 500ｍ以内にあ
る。店舗面積で県内 1 位のイオンモール和歌山や、2 位の近鉄百貨店和歌山店が駅前
立地型である点は特筆される。 
  バス停または鉄道駅から約 500m 以内に立地する大規模小売店舗は 64 店舗であ
り、全 68 店舗中の約 94％となっている。 
 
① 主な公共施設の分布と公共交通によるカバー状況 
  次に、和歌山市の主な公共施設の立地状況は図表 22 に示すとおりである。 
 主な公共施設 58 施設中、バス停または鉄道駅から約 500m 以内に立地するのは 50
施設（約 86％）である。 











  和歌山市の全産業の事業所数・従業者数の分布状況は図表 1-49、図表 1-50 の通
りである。全産業事業所数の約 86％が駅やバス停から 500m 圏内 ∗にある。全産業従









                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      






































平成 27 年度から 5 ヵ年計画で国が推進する地方創生において、観光は 4 つの政策
基本目標の 1 番目「地方における安定した雇用を創出する」の中で、地域産業の競争
力強化の 1 つとして「観光地域づくり、ローカル版クールジャパンの推進」が掲げら
れている。和歌山市においても、平成 28 年 3 月に制定された和歌山市産業振興ビジ


























                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      


































































（観光スポットの色分類） 黒色 緑色 赤色 桃色 青色 水色 橙色 （観光スポットの色分類） 黒色 緑色 赤色 桃色 青色 水色 橙色
1 和歌山城 ○ 和歌山市一番丁３番地 41 県立近代美術館 ○ 和歌山市吹上１－４－１４
2 和歌山公園動物園 ○ 和歌山市一番丁３番地 42 県立博物館 ○ 和歌山市吹上１－４－１４
3 紀三井寺 ○ 和歌山市紀三井寺１２０１ 43 市立こども科学館 ○ 和歌山市寄合町１９番地
4 紀州東照宮 ○ 和歌山市和歌浦西２－１－２０ 44 ビッグホエール ○ 和歌山市手平２丁目１－１
5 番所庭園 ○ 和歌山市雑賀崎６２９ 45 県立文化会館 ○ 和歌山市小松原通１丁目１
6 和歌山マリーナシティ ○ ○ 和歌山市毛見１５２７ 46 新市民会館（計画地） ○ 和歌山市伝法橋南ノ丁７番地
7 淡嶋神社 ○ 和歌山市加太１１６ 47 親子つりパーク ○ 和歌山市田野１０１－３
8 日前宮 ○ 和歌山市秋月３６５ 48 和歌山北港魚つり公園 ○ 和歌山市湊１８５０
9 和歌浦天満宮 ○ 和歌山市和歌浦西２－１－２４ 49 和歌浦（釣り場） ○ 和歌山市新和歌浦
10 玉津島神社 ○ 和歌山市和歌浦中３－４－２６ 50 加太大波止／乗合船 ○ 和歌山市加太
11 養翠園 ○ 和歌山市西浜１１６４ 51 城ケ崎磯つり ○ 和歌山市加太
12 片男波海水浴場 ○ 和歌山市和歌浦南 52 私立少年自然の家 ○ 和歌山市加太１９０７－２
13 浪早ビーチ ○ 和歌山市田野 53 中央卸売市場 ○ 和歌山市西浜１６６０番地の４０１
14 磯の浦海水浴場 ○
ｻｰﾌｨﾝ
和歌山市磯の浦 54 和歌山下津港(クルーズ船） ○ 和歌山市西浜
15 加太海水浴場 ○ 和歌山市加太 53 県立自然博物館（近郊） ○ 海南市船尾３７０－１
16 浜の宮ビーチ ○ 和歌山市毛見 54 琴ノ浦温山荘庭園（近郊） ○ 海南市船尾３７０　
17 湊御殿 ○ 和歌山市西浜１１６１ 55 根来寺（近郊） ○ 岩出市根来２２８６
18 旧中筋家住宅 ○ 和歌山市禰宜１４８番地　 56 たま駅長（近郊） ○ 紀の川市貴志川町神戸９５５




○ ○ ○ 和歌山市加太友ヶ島 58 ウインナック（株） ☆ 和歌山市雑賀崎２０１７番地３
21 報恩寺 ○ 和歌山市吹上１－６－３８ 59 （株）島精機製作所 ☆ 和歌山県和歌山市坂田８５




23 無量光寺 ○ 和歌山市吹上５丁目１－３５ 61 花王（株）和歌山工場 ☆ 和歌山市湊１３３４番地
24 不老橋 ○ 和歌山市西浜１１６４ 62 （株）宮本工業 ☆ 和歌山市西浜１６６０−５０ 
25 蓬莱岩 ○ 和歌山市新和歌浦 63 （株）山本進重郎商店 ☆ 和歌山市西浜１６６０−１８０ 
26 雑賀崎観光灯台 ○ 和歌山市雑賀崎 64 上中産業（株） ☆ 和歌山市田屋５１８−１
27 加太春日神社 ○ 和歌山市加太１３４３ 65 （有）柏木製麺所 ☆ 和歌山市松島２００−９ 
28 深山砲台跡 ○ ○ 和歌山市深山 66 （株）豆紀 ☆ 和歌山市岩橋６２０
29 竈山神社 ○ 和歌山市和田４３８ 67 （有）トミタ工業 ☆ 和歌山市雄松町６丁目２１−８ 
30 伊太祁曽神社 ○ 和歌山市伊太祁曽５５８ 68 （株）和歌山印刷所 ☆ 和歌山市狐島６０９−９ 
31 太田城本城趾 ○ 和歌山市太田２丁目３－７ 69 阪和電子工業（株） ☆ 和歌山市大垣内６８９−３ 




33 矢宮神社 ○ 和歌山市関戸1丁目5-27 71 和歌山県工業技術センター ☆ 和歌山市小倉６０
34 平井城跡・平井政所坪等 ○ 和歌山市平井 No．1～38は和歌山市からの提供リスト、No.39以降は和歌山市観光協会HP及び和歌山商工会議所HP等から筆者追加
35 四季の郷公園 ○ ○ 和歌山市明王８５
36 県立紀伊風土記の丘 ○ ○ 和歌山市岩橋１４１１
37 森林公園 和歌山市深山６００－１



















年度 項目 内容 観光のエリア
地域再生計画
（内閣府認定）





































































































　　雑賀崎 台場 案内板の設置【新規】 県史跡 雑賀崎台場の活用を図るため、案内板設置検討 みなとオアシス和歌山【和歌浦湾ゾーン】
　　加太砲台建物の保存修理【新規】 加太・友ヶ島

















































・交通政策基本計画（平成 27 年 2 月 13 日閣議決定） 
・第５次和歌山市長期総合計画（平成 28 年度策定） 
（２）関連計画 
・第２次和歌山市環境基本計画（平成 20 年度策定）  
・第３次和歌山市地域福祉計画（平成 26 年度策定） 
・和歌山市産業振興ビジョン・アクションプラン（平成 27 年度策定） 
・和歌山市都市計画マスタープラン（平成 28 年度第 2 回改定） 
・和歌山市立地適正化計画（平成 28 年度策定） 
・わかやま LOHAS2040（平成 26年 4月発行の市民構想） 
 
図表 2-1 和歌山市の総合交通計画の上位・関連計画 
                   上位計画 
 交通政策基本計画   和歌山市長期総合計画 
 




                 相互に連携                                発展 

























 この計画は、交通政策基本法（平成 25 年 12 月 4 日公布・施行）に基づいて策定




平成 26（2014）年度～平成 32（2020）年度 
 
２）基本計画の構成 
 現在の社会的経済的課題に対応した交通関係施策を、以下の 3 つの基本的方針の
下で推することとされている。 
   Ａ．豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現 
   Ｂ．成長と繁栄のための基盤となる国際・地域間の旅客交通・物流ネット
ワークの構築 





































































































































































































































































 和歌山市長期総合計画は、和歌山市のまちづくりの最上位計画である。平成 28 年
度に策定された第 5 次計画に盛り込まれた交通関連の内容等は次の通りである。 
 
１）計画期間 


















 第 5 次和歌山市長期総合計画に盛り込まれている交通に関連する施策等は次の
通りである。 
 
図表 2-3 第 5次和歌山市長期総合計画における交通関連施策 

























































































































































































































































































































































































 和歌山市環境基本計画は、平成 21 年 3 月に第 2 次計画が策定されたが、その後そ





















































































平成 28（2016）年度～平成 37（2025）年度 
 
2）交通アクセスの状況等に関する主な記載 
・平成 27 年の関西国際空港の国際線旅客数が過去最高となった 
・和歌山市の観光入込客数は平成 23 年を底として増加傾向 
・平成 27 年の観光入込客数は、対平成 23 年で外国人が約 18 倍、日本人が約 1.5 倍 
・平成 28 年に京奈和自動車道（一部区間を除き無料）が県内全通し、将来的には奈
良市まで約 60 分、京都市まで約 100 分で到達可能となる 
・平成 28 年度に第二阪和国道が全通し、大阪府南部へのアクセス性が向上する 























































 和歌山市では、都市計画マスタープラン（都市計画法第 18 条の 2 に規定される
「市町村の都市計画に関する基本的な方針」）を平成 11 年 3 月に策定し、平成
24 年に第１回改定を行った後、平成 29 年 3 月に第 2 回改定を行っている。 





 計画の目標年次は、平成 27 年度（2015 年）を基準とした 20 年後の平成 47 年
度（2035 年）とし、平成 27 年の人口（実績値）364,154 人に対し、同 47 年の将




























出典：『和歌山市都市計画マスタープラン』和歌山市, 平成 29年 3月, p.64 
 








出典：『和歌山市都市計画マスタープラン』和歌山市, 平成 29年 3月, p.64 
 
図表 2-9 和歌山市都市計画マスタープランにおける「ゾーン」 




図表 2-10 和歌山市都市計画マスタープラン（平成 29年）の将来都市構造図 
 
出典：『和歌山市都市計画マスタープラン』和歌山市, 平成 29年 3月, p.67 
 将来都市構造としての「多極型のコンパクトなまちづくり」の実現に向け、都
















































































































１.   都市全体を見渡したマスタープラン：居住機能や医療・福祉・商業、公共交通
等のさまざまな都市機能の誘導により、都市全域を見渡したマスタープランとし
て位置づけられる市町村マスタープランの高度化版 



























                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗国土交通省「立地適正化計画制度の意義と役割 〜コンパクトシティ・プラス・ネットワークの推進








 国土交通省ホームページの最新の情報によれば、平成 29 年 8 月 23 日現在、
128 の市町村が立地適正化計画に関する取り組みを公表している ∗。 
 











               （立地適正化計画概要パンフレット、平成 26年 8月）を元に筆者作成 
 
２） 和歌山市立地適正化計画の概要 









                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗国土交通省「立地適正化計画作成の取組状況」
http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_fr_000051.html（2017 年 8 月 23 日参照） 
69 
 




























集積を 維持し、持続可能なまちづくりを具体化します。  






に、以下の方針に基づき 13 の都市機能誘導区域が設定されている ∗。 
① 地域拠点区域についての大きさは、拠点の中心となる駅・バス停からの徒歩圏内と
し、中心から 300m~500m を基本とする。  











図表 2-15 和歌山市立地適正化計画に定められた都市機能誘導区域 
 



















出典：『和歌山市立地適正化計画』和歌山市, 平成 29年, p.69 



















 （キャッチコピーとして「わかやま！LOHAS 2040」） 
 



















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗和歌山地域経済研究機構(2014)『持続可能なまちづくりを目指して : 和歌山市まちづくり戦略研究会報




１．松本市（松本市における総合交通計画の状況）   
































る地方都市になっている。（平成 17 年の市町村合併の際に広域合併した地域） 
まず、市の政策などを含めた全体概要については、上位計画に長期総合計画があ
り、その下に都市計画マスタープラン、その中に交通計画「松本市総合都市交通計











ソン大会「第 1 回松本マラソン」も開催される状況になっている。 
松本市は、今まで様々な施策などを展開してきた結果、H27 年国勢調査におい
て、長野県内 19 市で、唯一、前回調査（H22 年）よりも人口増加の地域となり、
国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口（H25 年推計値）を上回る状況にな
っている。 





































































総合交通戦略>「松本市次世代交通政策実行計画」が、平成 27 年 10 月に策定

























況になっており、その後「立地適正化計画」を今年の 3 月 1 日付けで公表した
状況になっている。松本市も既に計画の策定が成されており、都市再生特別措
置法に基づく「松本市立地適正化計画（都市機能誘導区域等）」として昨年度














































村を区域に含めながら図ってきていたが、平成 26 年 11 月に地域公共交通の活





交通政策実行計画(松本市総合交通戦略)」が平成 27 年 10 月に策定され、その



















































見交換が成された状況が見受けられた。       
            
  
出典：H24,H29 筆者撮影 
図表 3-4 中心市街地中心部(伊勢町)と松本城前の道路拡張工事(写真右下)の様子 
 
































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗ 市民に、車のない空間を体験して貰い、過度に車に依存しない社会について考えて貰う啓発事業とし
て、松本市の中心市街地の 5 つの通り（大名町通り、中町通り、緑町通り、高砂通り、縄手通り）で通行
止めを行い、各通りごとの企画が開催さる。（今年は、平成 29 年 9 月 23 日(祝日)開催） 




















8 月 1 日から、歩行者が増加傾向にあることと現状のニーズ合わせて、ルート













図表 3-8 市内中心部に位置する中町通り商店街を周遊するタウンスニーカー 
 
 出典:松本市 HP 





値は、最下点である H21 年の約 33,700 人/9h から、最終目標年次となる 10 年後
の H37 年では、H21 年比 33.5%増の約 45,000 人/9h とされている。 
また、街中の歩行者が増加している事から、特に松本城から徒歩圏にあり、歩
行者専用の商店街である縄手通り商店街では、H22 年度までの空き店舗率が 4%
台だったものが、H23 年度に 0%に転じ、それ以降も全 40 店舗が常に営業する状




















































































り増加）減少傾向にある。高齢化率に関しては、65 歳人口が 27.6%（2015 年）
と同年の全国平均よりも 1.0%高く、今後ますます高齢化が進行するとされてい
る。 














































ーンとして機能する時間帯が朝 7 時から 9 時までのレーンと朝 7 時から 9 時まで
と夕方 17 時から 19 時のレーンの 2 種類が存在した（図表 3-8）。 

























































図表 3-13 清流ライナー（岐阜市 BRT）      図表 3-14 市内ループ線 
 














    
 (1) 名古屋市、基幹バス 
図表 3-15 名古屋市基幹バス：路線図とバス・専用道 
   
   
出典：路線図は http://www.rosenzu.com/index.htmlより。写真は筆者撮影。 
・系統：基幹 1 号、基幹 2 号の計 2 系統 
・ダイヤの間隔…昼間・栄発着が 10 分間隔、名古屋駅発着が 20 分間隔、朝 4 分間











































調査日程：平成 29 年 3 月 13～15 日 
3 月 13 日 志度線及び長尾線沿線、中央通り（官庁、企業ビル） 
中央商店街の夜の状況 
   3 月 14 日 事業者ヒアリング（高松琴平電気鉄道（株））、琴平線沿線 
中央商店街の出勤時の状況、瓦町 FLAG（商業ビル） 






済における中心拠点であり、平成 11 年に中核市に移行し、平成 18 年に香川町、
香南町、国分寺町、庵治町、牟礼町を合併して、現在では、面積 375.17ｋ㎡、人
口約 42 万人（平成 27 年国勢調査）となっている。また人口集中地区（DID）は
94 
 









衰退につながるといったことから、平成 25 年 9 月に「高松市公共交通利用促進条
例」を定め、平成 27 年 3 月に「高松市地域公共交通網形成計画」、平成 28 年 3
月に「高松市地域公共交通再編実施計画」を策定し、今まさに「コンパクト・プ
ラス・ネットワーク」のまちづくりに邁進している。 
   
（２）高松市と和歌山市の流動人口、従業者数の比較 
  高松市と和歌山市の人口、面積、人口集中地区は、図表 3-17、3-18 に示す通り











  次に、市内の流動人口や従業者数を比較してみると、平成 28 年 4 月の 14:00 に
おいて、市内に滞在する人数は、高松市が 343,294 人（人口の 1.08 倍）、和歌山市
が 310,726 人（人口の 1.08 倍）となっている ∗。中心市街地区における時間帯別の
人口において、中心市街地区へ移動してくる人口をみると、平成 28 年 4 月の両市
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗RESAS まちづくりマップ From-to 分析（滞在人口）株式会社ＮＴＴドコモ・株式会社ドコモ・インサ
イトマーケティング「モバイル空間統計®」 
図表 3-18 高松市・和歌山市の 
人口集中地区の推移 
出典：国勢調査 


































和歌山市 364,154 -6,210 208.84 1,743.7 275,582 -8,645 63.05 4,370.8 30.2 75.7
高松市 420,748 1,319 375.41 1,120.8 212,897 94 41.04 5,187.5 10.9 50.6




の夜間人口は 40,000～45,000 人程度であるが、昼間は高松市が約 15 万人、和歌山
市が 12～13 万人となっている ∗。また、中心市街地区の従業者数（公務除く）をみ




イの比率が高松市の 2 倍となっている（図表 3-21）。 
  
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗出典：RESAS まちづくりマップ 流動人口メッシュ 株式会社 Agoop「流動人口データ」 
∗出典：J-Stat MAPH24 年経済センサス－活動調査（500m メッシュ） 
 従業者数（民営事業所のみ（公務除く）） 
図表 3-19 高松市・和歌山市の時間別流動人口 

























    
鉄道の線路は移動できないといった視点から、鉄道沿線での住宅取得を促進
し、沿線に人口を集中させて、人口拡散を抑制していくと共に鉄道の持続性に貢






















　Ⅰ 利用交通手段が1種類 91.5 88.0
　　1 徒歩だけ 4.9 4.3
　　2 鉄道・電車 6.1 4.6
　　3 乗合バス 1.0 1.2
　　4 勤め先・学校のバス 0.2 0.2
　　5 自家用車 54.9 49.5
　　6 ハイヤー・タクシー 0.1 0.1
　　7 オートバイ 5.2 11.8
　　8 自転車 17.8 15.0
　　9 その他 1.2 1.4
　Ⅱ 利用交通手段が2種類 6.7 7.8
　　10 鉄道・電車及び乗合バス 0.3 1.9
　　11 鉄道・電車及び勤め先・学校のバス 0.0 0.1
　　12 鉄道・電車及び自家用車 1.2 0.7
　　13 鉄道・電車及びオートバイ 0.2 0.5
　　14 鉄道・電車及び自転車 2.4 2.1
　　15 その他利用交通手段が2種類 2.6 2.7
　Ⅲ 利用交通手段が3種類以上 0.6 1.2
　不詳 1.2 2.9
　※交通手段に「鉄道」を利用する人 10.2 9.8
典 成 年 勢 査











    高松市地域公共交通網再編実施計画策定や推進にあたっての事業者、住民等
における「高松市総合都市交通計画推進協議会」でも、高松市が計画立案をけ
ん引し、住民、企業は質問や意見を述べるに過ぎなかったという。本計画も市
長のけん引力が著しく大きく、現在 3 期目で計画が順調に実行されている。 
   












る歩いて楽しい全天候型の歩道 ∗が昔    
からあることが強みといえる。また、 
高松築港駅からも多くの通勤者が高等検察庁、高等裁判所、四国電力本店ビルの方 







                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗中央商店街（丸亀町商店街）1,250m、片原町・兵庫町商店街 830m、ライオン通り 470m、常磐町商店
















































































ことでんの 20 円割引に加え、市が 80 円の補助 
を出し 100 円割引としている。このための IC カードシステムの改修費用も自治
体が負担した。また、瓦町 FLAG にある高松市行政サービスのフロアーで住民






























































 元和歌山市長の大橋建一氏は平成 23 年 9 月 20 日の市議会において「次世代型路面電車





 また、平成 27 年度和歌山市の未来につながる「夢のある政策研究プロジェクト」では、
研究テーマごとに 7 チームを設置され、関連部課職員等がメンバーとなった研究・検討を
進めてきた。その中で、「まちのシンボル」次世代交通の導入プロジェクトの研究結果につ












図表 3-30 和歌山市における BRT導入の課題 
 LRT と比較してシンボル性は劣るが・・・ 
• 軌道を敷設する必要がなく、柔軟な対応ができる。 
• 比較的安価な費用で事業が実施でき、採算性が確保される可能性も高くなる。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗平成 23 年 9 月 21 日付わかやま新報 
∗「和歌山市のまちづくりと公共交通幹線の再構築」和歌山市交通まちづくり研究会報告書, 平成 24 年 3
月発行 







• BRT 連節バスは外車であるため、海外からの取寄せ（1 台当たり約 7,000 万円）
が必要。 








討したい。事例として「岐阜市型 BRT∗」を取り上げたい。岐阜 BRT 導入の特徴とし
て以下のようにまとめている。 
図表 3-31 岐阜市型 BRTの特徴 
 
出典：岐阜市ホームページより転載 
上記の BRT 特徴を最大限に活用した岐阜市型 BRT の導入により路線全体で利用者
を増加した。岐阜連節バス・清流ライナーの導入で、路線あたり 1 日平均 250 人の乗車
が 800 人と 4 倍に増えているそうである。観光資源としても注目されているようだ。 
利用者の増加だけではなく BRT 導入に伴い、岐阜市全域における様々な施策も打ち
出されてきた。 










図表 3-32 岐阜市型 BRT導入計画 
 
出典：岐阜市ホームページより転載 























ちなみに、図表 3-34 のように海外の調査 ∗では、各公共交通モード間の優位性を比較す
ると、BRT についての総合的な評価は高いものも見受けられている。 
 
図表 3-34 各公共交通モード間の比較 
交通モード 路線バス BRT LRT 地下鉄 
輸送能力（万人/
時） 
0.6～0.8 1.0～2.0 1.0～2.5 3.0～6.0 
平均速度（ｋｍ/
ｈ） 
10～20 20～30 20～40 30～50 
快適さ × ○ ◎ ◎ 
サービス影響範囲 ◎ ○ △ △ 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      




システムの柔軟性 ◎ ◎ × × 
新技術の吸収能力 ◎ ◎ △ × 
知名度・ブランド
力 
× ○ ◎ ◎ 
土地利用と都市開
発への影響 
× ○ ◎ ◎ 


















こ う め い
大道















図表 3-36 団子運行と BRT代替運行様子 











ができる。これについて、和歌山市型 BRT の配置パターンは図表 3-37 にまとめてみ
た。 
図表 3-37 和歌山市型 BRTのパターン 
パターン 類型 役割 
1 中心市街地回遊型 中心部幹線輸送 
2 郊外地域型 外縁部、団地、大型施設、観光客輸送 









国としての明確な定量的指標を含んだ定義はない。BRT は Bus Rapid Transit の略で
あり、バスをベースとした Rapid な公共交通である。Rapid であるためには、定時性が









鉄（図表 3-38 左）、JR 東日本の気仙沼線（図表 3-38 中）や大船渡線（図表 3-38 右）
で、鉄道線路用地をバス専用道路として再活用して、新しいバスシステムを導入したも
のについて BRT と呼ぶようになり、BRT という用語は幅広く用いられるようになって
きている。 
図表 3-38 日立 BRTと気仙沼線、大船渡 BRT 
   
出典：Google写真検索引用 
一方、欧州の国際公共交通連合 UITP では、クリチバやボゴタなどの大規模なインフ
ラストラクチャーを伴うものが BRT と呼ばれているのに対して、BHLS（Bus with 
High Level of Service:高サービス水準バス）という用語を提唱して、フランスのルーア
ン（図表 3-39）などでみられる専用車線や優先信号制御を有した幹線的なバス輸送シ
ステムの推進を奨励している。 
図表 3-39 ルーアン BRT 
  
出典：Google写真検索引用 
以上の基に、BRT の特徴について以下の 3 点にまとめることができる。∗ 










 図表 3-40 のように平成 28 年 4 月 1 日時点現在、日本における BRT 導入している 15
事業者のうち、連節バスがある事業者は神奈川中央交通（藤沢市 4 台+町田市 4 台+厚
木市 4 台）、京成バス（10 台）、岐阜乗合自動車（4 台）、神姫バス（2 台）、新潟 BRT
（萬代橋ライン 4 台）、近江鉄道バス（南草津立命線 2 台）の 6 事業者のみである。∗ 
 
図表 3-40 BRT導入事例（H28年 4月 1日現在、全事業者） 
事業者 開始時期 事 業 特 徴 
南海りんかんバス㈱ S23年 6月 バス専用道 
ジェイアールバス関東（㈱ S32年 4月 バス専用道 
名古屋鉄道㈱ S38年 1月 バス専用道 
西日本鉄道㈱ S50年 11月 バス専用道 
名古屋市交通局、名鉄バス㈱ S60年 4月 専用レーン 
名古屋ガイドウェイバス㈱ H13年 3月 高架軌道 
神奈川中央交通㈱ H17年 3月 
連節バス 4 
PTPS 
神奈川中央交通㈱ H20年 2月 
連節バス 4 
PTPS 




関鉄グリーンバス㈱ H22年 8月 バス専用道 
岐阜乗合自動車㈱ H23年 3月 
連節バス 4 
バスレーン 
神奈川中央交通㈱ H24年 5月 
連節バス 4 
ディスプレイ 
東日本旅客鉄道㈱ H24年 12月 バス専用道 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗「連節バス導入ガイドライン ver.1」国土交通省自動車局,平成 26 年 3 月より加筆作成 
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事業者 開始時期 事 業 特 徴 
東日本旅客鉄道㈱ H25年 3月 バス専用道 
日立電鉄交通サービス㈱ H25年 3月 バス専用道 
神姫バス㈱ H25年 4月 
連節バス 2 
ICカード 
新潟交通㈱ H27年 9月 
連節バス 2 
ICカード 















対して 1/4 から 1/6 になるという優位性が示されている（運輸政策研究機構）。アメリ
カの米会計検査院（GAO）が 2005 年から 2012 年の間に運輸省連邦公共交通局の助成
金を受けて計画または建設された BRT 及び軌道系の交通機関について調査を行った結
果、BRT は軌道系交通と比較した場合、資本費が概して低く抑えられる ∗。また BRT




5000 人未満の場合、バスの優位性が高いという研究もある ∗。BRT 計画を取り組んで
いる中、必要とされる空間や用地取得費用、道路の整備費用の負担のあり方などは異な
り、整備や運用にあたってのコストはそれらに大きく左右されるため、導入にあたって














②草津市近江鉄道バスでは、定員 120 名、約 8000 万円*2 台のベンツ製連節バス、
全体事業費 2 億 8700 万円（予算当時）であった。 
③整備工場について導入先への訪問考察が必要である。（1.5 億万円必要か） 
   （例：新潟 BRT 連節バス整備棟車両整備機械設備工事一般競争入札事業） 
BRT 導入に関する具体的なコスト分析について、東京大学公共政策大学院「新潟市
BRT 導入事業に関する費用便益分析」の研究 ∗がある。図表 3-41 は新潟市 BRT 導入し
た時に事業全体に係る初期費用を示している。 
図表 3-41 新潟市 BRT導入事業の初期費用 





走行空間 7.2 1.5 バス停上屋、駅などを指す 






交通結節点 6.7 3.9 4か所における乗換施設 
その他 5.5 1.7 車両基地、関連設備、各種調
査などの費用計上 






                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗神足（2013）より 







を参考として図表 3-42 の値を用いた。 
図表 3-42 ランニングコスト 












図表 3-43 耐用年数一覧 







 推計結果により、2040 年までの費用は 71.89 億円となった。なお、車両の購入台数
を 4 台に減らした場合は 65.49 億円、走行区間を延長した場合は 98.41 億円、専用走行















つとして LRT、BRT 等都市型の新たな交通システムの検討が提案されている。BRT に
関連する各項目について図表 3-44 のようにまとめている。 







































○ 知名度が向上 △ 知名度が向上 
注◎：大きな効果が期待できる、○：効果が期待できる、△：若干の効果が期待できる 
 出典：H25年度第 1回大津・湖南地域新交通システム検討協議会資料より転載 















 図表 3-45 和歌山市民の路線バス流動 
 
出典：「和歌山市内における公共交通利用状況調査」平成 22年 3月報告より引用 
 
 また近年、「観光立国」、「観光立市」などの地域振興策を打ち出された都市が多くな












                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
















































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗ Department for Tranport（2009）”Guidance on Local Transport Plans" 
http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20110505104156/http://www.dft.gov.uk/adobepdf/165237/lt
p-guidance.pdf 





 ノッティンガムは、イングランドの中央部にあり、2016 年現在の人口が約 32.6
万人、市域面積 74.61 ㎢（和歌山市は 210.3 ㎢）、郊外を合わせたノッティンガム
シャー全体で人口約 81.0 万人である ∗。 
 ノッティンガムでは、これまで 3 期にわたって LTP を策定し、そのもとで施策
を展開し（図表 3-48）、2004 年には図表 3-49 のようなトラムの新設を実現して
いる ∗。2011 年から 2026 年を対象年次とした第 3 次 LTP の構成は図表 3-50 の通
りである。 












図表 3-48 ノッティンガム市の LTP の変遷 


















システムと位置付け、具体施策は第 2 次 LTP を基本的に踏襲・拡大する形で
展開 
出典：Nottingham City Council(2011)” Nottingham Local Transport Plan:Strategy 2011 – 2026”、 
Nottingham City Council and Nottinghamshire County Council(2001)” Local Transport Plan for 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      




ラム導入のプロセス」『大阪産業大学人間環境論集』15 号、pp.85-99 を参照のこと 
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Greater Nottingham”、 Nottingham City Council and Nottinghamshire County Council(2006)” 





















図表 3-50 ノッティンガム市第 3次 LTPの構成 
章 節 主な項目 
１ はじめに 
 


















３．１ 背景  























































８ 成果と今後 ８．１ 戦略の実現  








出典：Nottingham City Council(2011) 
















































され、5 人の委員から図表 4-4 のような提案がなされたので、参考までに掲載する。 
 











































図表 4-4 各委員による理念と基本方針の案 





































































































































































































































 自動車分担率の目標値は、平日・休日ともにまずは 10 年前（平成 12 年）の水準に戻
そうとの考え方を基本としながら、数値のきりの良さ（覚えやすさ、浸透のしやすさ）
を考慮して設定した。なお平成 22 年の平日は公共交通 7.3%、自動車 52.9％、自二・原
付 8.4％、自転車・徒歩 31.0％、その他・不明 0.4％（H22 近畿圏 PT より算出）、平
成 12 年の平日は公共交通 6.7%、自動車 49.0％、自二・原付 8.8％、自転車・徒歩 35.4




閣議決定）で、運輸部門の排出量として、H25 年度の 2.25 億 tCO2 を H42 年度に
1.63 億 tCO2 とする目安が示されている（17 年で 27.6％減）。このことから 10 年で
約 16％削減と設定した。 
 


















































































































































































































































































































































            出典：筆者撮影（H29.4.29） 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗コミュニティサイクルはパリなどの諸都市で導入されている。パリのシステムの特徴は、1．乗り捨て可
能な（自転車を借りた貸出拠点と別の貸出拠点に返却しても良い）システム、2．ICカード等を利用した





























  平成 27 年の全国値は 2.44％（70 歳以上返納者数 231233 名、保有者数 9491098 名）、
平成 22 年の全国値は 0.77％であり ∗、この 5 年間の増加は 2.44-0.77 で 1.67 ポイント









  平成 29 年 3 月現在の全国のカーシェアリング普及状況は、ステーション数 10810 カ
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗除外日や除外時間帯、除外駅、利用時のルールなどが設定されている。詳しくは各社サイトを参照のこ
と。 
∗警察庁「運転免許統計」平成 27 年版および平成 22 年版 
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所、車両台数 24458 台、会員数約 108.6 万人で、平成 25 年 1 月現在の車両台数 8831
台、会員数約 28.9 万人から大幅に増加している ∗。和歌山市においてもこのような状況
を促進することが求められる。 
 











図表 5-5 自転車歩行者道における視覚分離（左、和歌山市真砂町の国道 24号） 









出典:左 筆者撮影（H25.4.23）、右 筆者撮影（H29.4.29） 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗交通エコロジー・モビリティ財団「わが国のカーシェアリング車両台数と会員数の推移」  
http://www.ecomo.or.jp/environment/carshare/carshare_top.html 









図表 5-7 休憩スペースの設置例（和歌山県太地町 右はバス停に設置した例） 
       出典：辻本撮影（H27.9.7） 
 















図表 5-9 柵や街路樹が省略された主要道路（左側 和歌山市園部の西脇山口線）と 









 出典：辻本撮影(左側 H29.8.24、右側 H29.8.25) 
エコロジカルな通勤の推進 
 和歌山県総合交通政策課のもとで、毎月 20 日を県民ノーマイカーデーとした取り組
みがなされてきたものの、参加者数等の統計もなく、効果の把握や展開方策の検討もな
されていない状況にあり、抜本的なテコ入れを行うことが求められる。 
  和歌山市役所は平成 23 年に交通エコロジー・モビリティ財団の「エコ通勤優良事業











 国立社会保障・人口問題研究所の推計 ∗によると、和歌山市の人口は平成 27 年の 36.4
万人から平成 47 年には 29.8 万人へと減少する。 
 また、和歌山市道路政策課の平成 29 年 4 月 1 日現在の資料 ∗によると、市内の都市




  http://www.cfdjapan.org/index.html 





















和歌山都市圏での MM の本格実施は、平成 17～18 年度に国土交通省公共交通活性
化プログラム「和歌山都市圏における市民参加型公共交通活性化調査」の一環として、
貴志川線沿線の 3 つの地区を対象地とする「かしこい貴志川線の使い方を実行するプロ
ジェクト 2006」、和歌山県庁と和歌山市役所に自家用車で通勤している約 1100 名を
対象とした「事業所向けモビリティ・マネジメント」として実施されたのが始まりであ
る。その後、和歌山大学経済学部生の通学交通行動を対象とした「かしこい通学のしか
た和歌山大学 2006」や、平成 24 年度に和歌山市塩屋地区周辺（塩屋バス停および和歌
浦中央病院からおおむね半径 500m の地域）の全世帯を対象に実施された簡易型 TFP
（トラベル・フィードバック・プログラム）等が散発的に行われ、一定の成果を挙げて
きた。また、平成 18 年 9 月に「わかやまの交通まちづくりを考える会（わかやま小町）」
























































































































































ら約 500m 以内の病院、大規模小売施設、主な公共施設の割合の指標として用いる。 
 なお、一般的な人の 90％が抵抗なく歩くことができる距離は 300ｍ∗とされているこ

















  痛ましい交通死亡事故は根絶すべきであり、目標数値はゼロ人としている。 




 以上 3 つのアウトカム指標が客観的な指標であるのに対して、和歌山市が毎年度実施
している市民世論調査における設問「通勤・通学・買い物などの日常生活の便利さ」を
活用するこの指標は、主観的な QOL に関する指標と位置づけることができる ∗。この
設問で「非常に満足」「満足」と答えた人が平成 23 年度の 27.0％から 27 年度には 32.5
％へと向上していることから、このペースを平成 32 年度まで継続するものとして目標
値を設定した。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗土木学会(2006)『バスサービスハンドブック』p.342。このハンドブックによれば、一般的な人の 90％が
抵抗なく歩くことができる距離は、大きな荷物がある場合や雨の場合には 150m となる。また、高齢者等
の 90％が抵抗なく歩くことのできる距離は 100m（大きな荷物がある場合で 80m、雨の場合で 10m）で
ある。 

































































































































































































































































































































































































































































由、乗車定員 23 人以下かつ車両総重量 5t 以下などに該当する車両である ∗。 
また、「リフト付バス等」とは、リフトまたはスロープ板を備えた車両であり、リフ
ト付バス等化率は、リフトまたはスロープ板を備えた車両数を、バス公共交通移動等円




こととした。紀ノ川駅（図表 5-10）は 1 日あたりの平均利用者数が 3000 人弱である
が、イオンモール和歌山の開業後に利用者数を大きく伸ばしていること、南海本線と加

































 和歌山市でも、平成 25年 3月に西高松地区で「ゾーン 30」が設定され、その後平成
28 年 3月までに 5箇所へと拡大されている。このような取り組みの拡充が求められる。 
 
魅力的な散歩道の整備状況 

































  1 人乗りの超小型車である PMV（パーソナルモビリティビークル）や、自動運行バ
スなど、新しい交通システムの導入可能性について、既存の交通システムとの連携策も
含めて研究を進める必要がある。 











































































B.   基本方針達成のための具体的施策 
項
目 













































































































































































































終閲覧日：2017 年 3 月 23 日） 
公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引の策定について（通知）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shugaku/detail/1354768.htm（最終閲覧日：
2017 年 3 月 23 日） 
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基本方針 4 効率的で利便性の高い公共交通体系 
A. 主たるアウトカム指標 
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H28 年 8 月 




























































































































































7 時台 23.8％ 
土休日 6 時台 34.8
％、 
7 時台 29.3％ 
終発：平日 23 時以
降 36.2％、 













































































































































































































































































小松原 5 丁目 1、合
















































仮に BRT の導入した場合の評価視点 










































A.   主たるアウトカム指標 
達成度指標 考え方 現状と根拠 目標値 説明等 
観光入込客数 客数(人) (1)和歌山市(加太、友ヶ島、和歌浦、市街
地)①訪問客数(②+③)： 
617.3 万(H26)、648.8 万(H27) 
②宿泊客数：        
75.5 万(内外国人 7.3 万)(H26)、 
84.8 万(内外国人 11.3 万)(H27)、 
93.9 万(内外国人 15.9 万)(H28) 
③日帰り客数：       
541.8 万(H26)、564.0 万(H27) 
(2)和歌山城天守閣の入場者数： 
20.3 万(H26)、23.2 万(H27)、 
21.9 万(H28) 
(3)友ヶ島の入島者数：     













全国的な外国人観光客の増加に伴い、平成 28 年の和歌山県内の観光入込客数は 2
年連続で史上最高を更新した。和歌山県観光客動態調査報告書（平成 28 年）による
と、平成 28 年 1 月～12 月の観光入込客総数は約 3,487.0 万人（前年比 104.4％）、日
帰り客数は約 2,962.3 万人（前年比 106.9％）と大幅に増加している。なかでも、宿泊
客数における外国人宿泊客数は対前年比 117.0%の約 50.0 万人に及んでおり、外国人
観光客の増加基調は顕著である。また同様に和歌山市においても、関西国際空港への














B.   基本方針達成のための具体的施策 
項
目 













































































































































































































































































































































































































































































































A.   主たるアウトカム指標 























































































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
∗基幹交通網：和歌山市立地適正化計画（平成 29 年 3 月）の＜都市機能誘導区域図＞に示される南海電
鉄、和歌山電鐵、JR、基幹的公共交通軸（高頻度のバス路線）の総称とした。 













 3,268 人／日  
加太線 
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